
令和５年度　事業評価シート

１．基本情報

事業概要
(誰に、何を、どうするの

か)

事業開始年月日

①特定健康診査（個別医療機関での現物給付）

　対象：40歳から74歳の国民健康保険加入者

②人間ドック費用助成事業（個別医療機関での現物給付・償還払い　上限13,000円）

　対象：40歳から74歳の国民健康保険加入者

③脳ドック費用助成事業（個別医療機関での現物給付・償還払い　上限10,000円）

　対象：40歳から74歳の国民健康保険加入者かつ5歳刻み年齢（40歳、45歳、50歳、・・・）

④受診率向上策

・人工知能（AI）を活用した受診勧奨

・医療機関からの勧奨チラシの配布

・受診券の個別通知

所属名

事業名称

実施根拠
(条例・規則・要綱等)

最終改正年月日

事業目的
(実現・達成したいこと)

・高齢者の医療の確保に関する法律　第２０条～第２３条

・船橋市国民健康保険被保険者人間ドック及び脳ドック助成事業実施要綱

特定健康診査：平成20年度から開始（平成19年の法改正により基本健康診査から名称変更）

人間ドック：平成28年度から開始

脳ドック：平成30年度から開始

令和４年１月２９日（高齢者の医療の確保に関する法律）

令和３年４月１日（船橋市国民健康保険被保険者人間ドック及び脳ドック助成事業実施要綱）

【全体】

被保険者のQOLの向上と健康寿命の延伸及び、医療費の適正化を目指し、国の定める目標受診率（６０％）に

達すること。

【人間ドック・脳ドック】

人間ドックは、特定健診の検査項目を満たしていることから、「みなし健診」とすることができる。また、脳ドックは、特定健

診または人間ドックを受診することを条件としていることで、人間ドック・脳ドックの受診機会の拡充に繋がることから、目

標受診率の達成に寄与している。

特定健康診査事業費（人間ドック・脳ドック）

健康福祉局健康部　健康づくり課



平成２０年度

平成２２年度

平成２３年度

平成２５年度

平成２７年度

平成２８年度

平成３０年度

令和元年度

令和４年度

実施背景
(事業を実施することに

なった背景・要因)

これまでの経緯
(対象者・要件・限度

額、サービス内容などの

制度の変遷)

対象者

老人保健法に基づき実施していた基本健康診査が廃止され、高齢者の医療の確保に関する法

律に基づき、特定健康診査等実施計画を策定し、国民健康保険課特定健康診査室にて特定

健康診査及び特定保健指導を開始。生活機能評価（包括支援課）とがん検診（健康増進

課）と同時実施。後期高齢者医療制度加入者の健康診査は千葉県後期高齢者医療広域

連合から委託を受けて実施。

生活機能評価廃止。

日曜日集団健診（船橋市医療公社）を廃止し、当番医療機関による日曜日健診実施。

第二期特定健康診査等実施計画に基づき実施（平成２５年３月策定）。貧血検査を全

員に実施するほか、血清クレアチニン検査及び血清尿酸検査追加。

１０月の組織改正により、保健所健康づくり課にて特定健康診査業務を実施。

健診項目に血清アルブミン、総蛋白、白血球数、血小板数、尿潜血を追加。人間ドック費用助

成事業開始（１３，０００円助成）

第三期特定健康診査等実施計画に基づき実施（平成３０年３月策定）。健診項目に

eGFRを追加。Non-HDLコレステロールを任意項目として追加。

脳ドック費用助成事業開始（１０，０００円助成）

ＡＩを活用した受診勧奨を特定健診対象者のうち、４０歳代は全員、５０歳から７４歳の

３年連続の受診歴がない人へ実施。

医療機関からの勧奨チラシの配布を実施

【全体】

高齢化の急速な進展に伴い、疾病全体に占めるがん、虚血性心疾患、脳血管疾患、糖尿病等といった生活習慣病

の割合は増加している。生活習慣病の中でも心疾患や脳血管疾患等発症の重要な危険因子である糖尿病、高血

圧症、脂質異常症の有病者やその予備群が増加しており、それらの発症前の段階であるメタボリックシンドロームが強く

疑われる者と予備群と考えられる者を合わせた割合は、男女とも40歳以上で高くなっている。生活の質の維持・向上、

健康寿命の延伸を目指し、糖尿病、高血圧症、脂質異常症の発症、重症化の予防に重点を置いた取り組みを行う

ことで、中長期的な医療費の増加を抑えることができると考えられている。「高齢者の医療の確保に関する法律」によ

り、内臓脂肪型肥満に着目した特定健康診査と、生活習慣病発症予防のための特定保健指導の実施及び実施計

画の策定が医療保険者に義務づけられ、本市でも、平成30年3月に第3期の船橋市国民健康保険特定健康診査

等実施計画を策定し、特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率の目標達成に向け事業を行ってきたが、い

まだ達成できていない。

【人間ドック・脳ドック】

人間ドックは、検査項目が多項目であるため、疾病の早期発見・早期治療による重症化予防に有効である。国民健

康保険被保険者の中でも特定健康診査を受診せず、総合的な健診である人間ドックを受診している者がいる。上記

を踏まえ、一人でも多くの受診者を増やすことが重要であり、受診機会の拡充を図るためにも、人間ドックの利用者に

対して受診費用の一部助成を平成28年度より開始。

脳ドックは、船橋市において心疾患による死亡者が多いことから、平成２５年度から特定健康診査における心電図検

査の実施基準を緩和し、より多くの方が受診できる体制としているが、脳の状態を直接把握できる検査は実施していな

い。特定健康診査で行われる血液検査により間接的に脳梗塞のリスクを把握することができるが、脳ドックにより、自覚

症状のない脳梗塞（無症候性脳梗塞）や脳出血のリスクを直接把握することが可能となり、重症化予防につながる

ことから、平成30年度より脳ドック費用助成事業を開始。

事業内容

事業名：脳ドック費用助成事業

サービス内容：脳ドック費用の一部を助成

助成額：上限10,000円まで費用助成

40歳から74歳の国民健康保険被保険者かつ

5歳刻みの年齢の者(40歳、45歳、50歳・・)

内容（要件・単価・限度額・サービス内容など）

事業名：人間ドック費用助成事業

サービス内容：人間ドック費用の一部を助成

助成額：上限13,000円まで費用助成

事業名：特定健康診査

サービス内容：健康診査

費用：無料

40歳から74歳の国民健康保険被保険者



２．事業実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

当初予算額 961,551 955,569 480,636 461,038

うち一般財源 310,441 286,687 322,988 292,930

決算(見込)額 930,533 793,039 431,104 397,071

令和2年度から

令和3年度にかけて

予算額が減少して

いる理由について

健診対象者 94,235 91,565 90,995 88,063

脳ドック対象者 21,397 18,937 20,014 19,815

健診受診者 38,544 28,880 33,707 30,076

2,944 2,232 2,815 2,955

1,227 930 978 1,003

821 468 576 474

67 48 65 68

３．交付税、国・県補助の有無

有無

なし

あり

なし

４．業務量

常勤職員 会計年度任用職員 再任用(フル) 再任用(短)

人工 1.5人工 1.0人工

従事者数 3人 2人

※　職員１人の労働力　＝　１人工。当該事業の人工を記載。複数人が携わっている場合は、それぞれの人工を合計。

　　【記載方法】　従事者２人、労働力の割合がそれぞれ３割の場合　⇒　合計０．６人工(０．３人工＋０．３人工)

(ありの場合）名称・内容

業務頻度
(年１回・月１回など）

人工

交付税措置

国・県補助

(国・県補助への）

上乗せ・横出し

10月～6月

市が契約している医療機関での健診実施期間は、5月～3月。

償還払いにて対応している人間ドック、脳ドックについては、1年間を通して受付を行っている。

繁忙期

保険給付費等交付金（特定健康診査等負担金）

健康増進事業補助金

対象者数・

交付件数など

事業費
(単位：千円）

令和２年度までは、特定健診（国保加入

者・特別会計）、後期高齢者健診（後期

高齢者・一般会計・民生費）、生保健診

（生活保護者・一般会計・衛生費）の支

出を国民健康保険特別会計で一括して支

出し、決算期に各会計から公金振替により

精算していたが、令和3年度からは、各会計

で予算化し年度当初から支払いを行うことと

なったため予算額が減となった。

人間ドック受診者

(上段：現物）

(下段：償還)

脳ドック受診者

(上段：現物）

(下段：償還)



評価結果

項目 課題 今後の方向性

1 事務負担

市民が償還払いの申請を行う際、申請書発行依

頼の８割が電話によるものであるため、聞き取りや

内容確認、発送など、職員の事務処理に要する時

間が長い。

また、申請書到着後は、委託事業者へ送付するま

での期間が２日間と短い日数で職員が事務処理

をしなければならないため、職員の負担となってい

る。

以下のような事務運用の改善を図る

・対象者のみに案内しているオンライン申請のURL

を、市HPでの公開や電話での案内等を行いオンラ

イン申請率を向上させる。

・オンライン申請を促すよう通知書を改善する。

・申請書の事務処理の締め日を変更し、事務処理

に必要な日数を確保する。

2
申請書が

複数ある

市民が償還払いの申請を行う際、書類の様式が２

種類存在するため、分かりにくい。また、市の事務処

理としても、作業が２種類で分かれ、処理が煩雑と

なっている。

・２種の様式を１つに統一し、市民に分かりやすい

よう改める。

項目 課題 今後の方向性

1 事務負担 － －

2
申請書が

複数ある
－ －

（１）一次評価（自主点検）で明らかとなった課題、今後の方向性（改善のアイデア）

（２）追加で整理した課題、今後の方向性（改善のアイデア）

所属名 健康福祉局健康部　健康づくり課

事業名称 特定健康診査事業費（人間ドック・脳ドック）


